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「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

研究分担報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向および妊婦 HIV スクリーニング検査率に 
        関する全国調査 

 

研究分担者：吉野 直人  岩手医科大学医学部微生物学講座 感染症学免疫学分野・准教授 

研究協力者：伊藤 由子  国立病院機構三重中央医療センター 看護部・看護師長 

      杉山 徹   岩手医科大学医学部産婦人科学講座・主任教授 

 

研究要旨 

現在、日本での HIV 母子感染は、適切な予防対策でその感染率を 1％未満に低下させることが可

能になっている。しかし、感染予防対策は妊婦が HIV に感染していることが確認されて初めて施行

される。そこで、妊婦における HIV スクリーニング検査実施率の現状と HIV 感染妊婦の動向を把握

するため、全国の産科または産婦人科を標榜する病院 1,198 施設、小児科を標榜する病院 2,407 施

設に対し調査を行った。産婦人科病院から新規 HIV 感染妊婦報告数はのべ
．．

38 例、小児科病院から

HIV 感染妊婦より出生した新規の小児報告数はのべ
．．

34 例であった。病院での妊婦 HIV スクリーニン

グ検査実施率の全国平均は 100％（99.98％）であった（平成 28 年度 100％（99.96％））。病院調査

を開始した平成 11 年度（73.2％）と比較すると 26.8％の上昇が認められ、さらに都道府県別では、

全例で検査が実施されていたのは 36 都府県であった。妊婦健診を定期的に受診している妊婦に対

しては HIV スクリーニング検査や適切な予防対策（cART・帝王切開術・断乳等）が行われていると

考えられるが、定期的に妊婦健診等を受けていないと思われる妊婦（未受診妊婦）の分娩（いわゆ

る飛込み分娩）に関してはこれらの予防対策を完全に施行することは不可能となる。平成 28 年に

未受診妊婦の分娩を行ったことがある病院は、全国で 332 施設（33.9％）（平成 27 年：356 施設

（38.3％））あり、妊婦数は 1,060 例（平成 27 年：1,123 例）であった。一次調査に回答のあった

960 施設での分娩件数の合計は 448,051 件、未受診妊婦の分娩はそのうちの 0.24％（平成 27 年：

0.26％）であった。未受診妊婦が HIV に感染している場合、対応の遅れから HIV 母子感染症例が発

生する危険性は十分にあるため注視すべきであると考えられ、妊娠初期での HIV スクリーニング検

査および感染妊婦の管理を行う必要がある。検査によって HIV 感染が明らかになった場合、適切な

予防対策でほとんど母子感染が予防できることが明らかになっており、「母子感染ゼロ」に向け今

後とも調査・啓発活動を継続していく必要があると考えられた。 

 

A.研究目的 

これまでの研究により、HIV 感染妊婦への抗

ウイルス剤の投与、選択的帝王切開分娩、児へ

の人工栄養を行うことで、母子感染率を 1％未

満に低下させることが可能であることが明ら

かにされた。しかしながら、大前提として妊婦

がHIVに感染しているか否かが明らかにならな

ければこれらの医療介入を行うことはできな

い。そのため、HIV 感染妊婦およびその出生児

の動向と全国の産科施設における妊婦HIVスク

リーニング実施率を調査し、検査実施率上昇の

ための啓発活動を行うことは母子感染予防の

第一歩となる。HIV 感染妊婦数の実態把握は日

本国内で唯一の疫学研究であり、本研究は HIV
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感染妊婦とその出生児の全国規模での発生動

向の調査、および妊婦 HIV 検査実施率の把握を

目的とする。 

 

B.研究方法 

B-1. 産婦人科病院調査 

全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院1,198施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信葉書により回答を得た。質問項目は次

のとおりである。 

質問１．平成 28 年 10 月以降に受診した HIV

感染妊婦 

質問２．平成 28年 10 月以前に受診し、本調

査に未報告または報告したかどうか不明の HIV

感染妊婦 

質問３．貴施設での妊婦健診実施の有無 

質問 4．貴施設での平成 28 年 1 月から 12 月

までの分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリ

ーニング検査の実施率 

質問 6-1．平成 28 年 1 月から 12 月に貴施設

において、未受診と思われる妊婦の分娩（いわ

ゆる飛込み分娩）の有無 

質問 6−2，質問 6-1 の未受診妊婦が「あり」

の場合、HIV スクリーニング検査の実施状況 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

 

B-2. 小児科病院調査 

全国の小児科を標榜するすべての病院 2,407

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信葉書に

より回答を得た。質問項目は以下のとおりであ

る。 

質問１．平成 28 年 9 月 1 日から平成 29 年 8

月 31 日までに HIV 感染妊婦から出生した症例 

質問２．平成 28年 8 月 31 日以前に HIV 感染

妊婦から出生した症例で、過去の調査に報告し

ていない症例 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

（倫理面への配慮） 

本研究は岩手医科大学医学部倫理委員会に

おいて承認された研究である（番号：H27-35、

承認年月日：平成 27年 7 月 2 日）。 

 

C.研究結果 

C-1．産婦人科病院調査 

産婦人科病院調査は平成 29年 9月 30 日に岩

手医科大学から全国に発送した。平成 30 年 2

月 20 日現在で送付施設数は 1,198 件であり回

収数は 989 件、産婦人科廃止等による返送は 29

件であり有効送付数 1,169 件、回答数は 960 件

であった。有効回答率は 82.1％（平成 28 年度

（78.3％）比：3.8％増）であった。都道府県

別有効回答率は 100％（長崎県）〜55.6％（山

梨県）であった（表 1）。 

平成 29 年度病院調査での平成 28 年 10 月 1

日から平成 29 年 9 月 30 日の間に受診した HIV

感染妊婦は、全国の 22施設のべ
．．

38 例（平成 28

年度（20 施設のべ
．．

31 例）比：7 例増）であっ

た。平成 28 年 9 月以前の全国調査に未報告で

あった HIV 感染妊婦はのべ
．．

20 例（12 施設）が

平成 29 年度に報告された。これら症例に対し

杉浦班で産婦人科二次調査が行われた。 

 

C−2．小児科病院調査 

小児科病院調査は平成 29 年 9 月 1 日に岩手

医科大学から全国に発送した。平成 30 年 2 月

30日現在で送付施設数は2,407施設であり回収

数は 1,397 件、小児科廃止等による返送は 17

件であり有効送付数 2,390 件であった。また、

回答数は 1,380 件、有効回答率は 57.7％（平成

28 年度（59.2％）比：1.5％減）であった。都

道府県別回答率は 75.0％（富山県）〜40.9％（佐

賀県）であった（表 2）。 

平成 29年度調査での平成 28年 9月 1日から

平成 29年 8月 31 日までに HIV 感染妊婦より出

生した小児は、全国の 21 施設でのべ
．．

34例（平

成 28 年度（17 施設のべ
．．

27 例）比：7例増）で

あった。平成 28 年 9 月以前の全国調査に未報
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告であったHIV感染妊婦より出生した小児のの
．

べ
．
24例（12施設）が平成29年度に報告された。

これらの症例に対し田中班で小児科二次調査

が行われた。 

 

C-3．妊婦 HIV スクリーニング検査の実施率

調査 

妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は、「各

施設での分娩件数」×「各施設での HIV スクリ

ーニング検査実施率」＝「各施設での検査件数」、

「総検査件数」÷「総分娩件数」×100＝「検

査実施率(％)」とした。 

産婦人科病院調査における検査実施率は全

国平均で 99.98％（平成 28 年度調査 99.96％）

であった。全例（100％）に検査を行っていた

地域は青森県、宮城県、秋田県、福島県、茨城

県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

新潟県、山梨県、長野県、富山県、石川県、福

井県、岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都

府、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山

県、広島県、山口県、徳島県、香川県、高知県、

佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県の

36 都府県となった。最も検査実施率の低かった

地域は愛媛県の 99.7％であったが、検査実施率

は 99％を上回った（表 3）。平成 11 年度調査か

ら平成 29 年度調査までの病院での都道府県別

HIV スクリーニング検査実施率の推移を図 1 に

示す。 

妊婦健診は行うが分娩は行わない施設があ

ることから、本調査では妊婦健診を行っている

かどうかを質問し、妊婦健診は行っているが分

娩を行っていない施設を特定した。平成 29 年

度調査では、妊婦健診は行っているが分娩を行

っていない病院でのHIVスクリーニング検査は

全例に実施されていた（平成28年度： 100％）。

一方、分娩を行っている病院では HIV スクリー

ニング検査を全例には実施していない施設は

1.5％（平成 28 年度（2.1％）比：0.6％減）、

全例に実施している施設の割合は 98.5％（平成

28 年度（97.9％）比：0.6％増）であった（表

4）。HIV スクリーニング検査を全例には実施し

ていない病院で分娩を行っている施設数は 13

施設（平成 28 年：18施設）であった。 

エイズ拠点病院・拠点病院以外の病院との区

分による HIV スクリーニング検査実施率は、エ

イズ拠点病院で99.99％（平成28年度（99.97％）

比：0.02％増）、エイズ拠点病院以外の病院で

も 99.98％（平成 28 年度（99.95％）比：0.03％

増）であり、エイズ拠点病院・拠点病院以外の

病院間の差はなくなった（表 5）。エイズ拠点病

院では回答のあった 262 施設中、分娩を行って

いる 257施設のうち HIVスクリーニング検査を

全例には行っていない施設は 2 施設であった。

エイズ拠点病院以外の病院では、分娩を行って

いる 623施設のうち HIVスクリーニング検査を

全例には行っていない施設は 11 施設であった

(表 6）。 

昨年度に引き続き、未受診妊婦（いわゆる飛

び込み分娩）に対する HIV スクリーニング検査

の実施状況を調査した。回答のあった 960 施設

で、平成 28 年に未受診妊婦の分娩を行ったこ

とがある病院は 332 施設（34.6％）（平成 27 年：

356 施設（38.3％））あり、妊婦数は 1,060 例（平

成 27 年：1,123 例）であった。回答のあった施

設での分娩件数の合計は 448,051 件で、未受診

妊婦の分娩はそのうちの 0.24％（平成 27 年：

0.26％）であった。都道府県別では東京都が最

も多く 110 例（21 施設）、次いで大阪府 107 例

（20 施設）、埼玉県 81 例（15 施設）、千葉県 66

例（18 施設）、北海道 65 例（24 施設）の順で

あった（表 7）。 

都道府県別で回答のあった施設での分娩件

数に対する未受診妊婦の頻度は 0.03％（滋賀県）

〜0.73％（宮崎県）、全国平均 0.24％（平成 28

年度調査 0.26％）であった。未受診妊婦の頻度

を都道府県別に比較したところ、0.4％以上の

未受診妊婦の頻度であった都道府県は宮崎県、

愛媛県、千葉県、鳥取県に分布していた。一方、

未受診妊婦の頻度が 0.1％未満であった都道府

県は奈良県、長野県、佐賀県、和歌山県、滋賀
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県であり地域特性はみられなかった（表 8、図

2）。 

未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査実施

状況は、「全例に検査を実施する」と回答した

施設は 322 施設（97.3％（平成 27 年：96.3％））

であった。一方、「全例に検査をしない」と回

答した施設はなく（平成 27 年：2.0％）、「状況

に応じて一部の妊婦に検査を実施する」と回答

した施設は 9施設（2.7％（平成 27 年：2.0％））

であった（表 9）。「状況に応じて一部の妊婦に

検査を実施する」とした理由では、本人の承諾

がある場合に検査を実施するとした回答が3施

設、それ以外の理由としては、「緊急手術が必

要な場合」、「分娩前に検査が出来た場合」、「患

者背景による」との回答が 1 施設ずつあった。

3施設は理由が無記入であった。 

 

D.考察 

平成 29 年度の産婦人科病院一次調査、小児

科病院一次調査の回答率はそれぞれ 82.1％、

57.7％であり、産婦人科病院調査では 6年連続

で 70％を超え、小児科病院調査でも 6年連続で

50％を上回った。しかし、データの精度を上げ

るために今後の調査に工夫をする必要がある。 

平成 29 年度の日本地図を比較しても分かる

ように、全国的に HIV スクリーニング検査実施

率の上昇が認められ、平成 21 年度調査以降は

地域差が見られず地域間での差は無くなった

と言える。 

本研究班では平成 13年度より平成 22年度ま

でエイズ予防財団主催による研究成果等普及

啓発事業研究成果発表会を全国3都市で行って

きたが、開催地のある都道府県の翌年の検査実

施率上昇や、研修会の際のアンケート調査によ

り啓発活動に有効性があると判断されている。

過去に急激にHIVスクリーニング検査実施率が

低下した青森県は、平成 11 年度調査では検査

実施率が 87.8％であったが、妊婦 HIV スクリー

ニング検査の公費負担が廃止され検査実施率

が減少傾向にあった。平成 14 年度調査では

41.1％まで検査実施率が低下したが、全国的な

妊婦HIVスクリーニング検査実施率の向上気運

に伴い検査実施率は次第に回復していき、本研

究班が啓発活動を行った翌年である平成 20 年

度調査では平成 11 年度の水準に並ぶ 85.4％ま

で回復した。さらに、平成 21 年度は産婦人科

病院調査における検査実施率が 100％となり、

その後も平成 29 年度調査まで病院での全例検

査が維持されている。また、山梨県は病院調査

では平成15年度調査以降の検査実施率が100％

となっており、このような施設での全例実施維

持の背景を精査することは今後の啓発活動に

とっても有効であろうと考えられる。 

全国調査では、妊婦健診を行なっている施設

での分娩の有無によるHIVスクリーニング検査

実施率の解析を行なっている。統計を開始した

平成19年度で分娩を行なっていない病院では、

HIV スクリーニング検査を全例には実施してい

ない施設が 23.4％、分娩を行なっている病院で

も 17.5％存在した。一方で、HIV スクリーニン

グ検査を全例に実施している施設は、分娩を行

なっていない病院で 76.7％、分娩を行なってい

る病院で 82.5％存在した。全例に HIV スクリー

ニング検査を実施している施設は、分娩を行な

っていない施設でも行なっている施設でも

年々増加し、平成 21 年度には分娩を行なって

いる病院で 90％を超え、平成 22 年度には分娩

を行なっていない病院でも 90％を超えた。以前

は、分娩を行なっていない施設で全く HIV スク

リーニング検査を実施していない施設の割合

が、分娩を行なっている施設に比べて高かった

が、平成 28 年度には分娩の取り扱いに関係な

く、HIV スクリーニング検査を全例には実施し

ていない施設が報告されなかった。この傾向は

平成 29 年度も同様であった。妊娠初期での HIV

スクリーニング検査の未実施は、HIV 感染が判

明した妊婦の母子感染防止のための投薬や血

中ウイルス量、CD4 数のモニタリングの機会を

遅らせることにもなりかねないが、現状では分

娩取り扱いの有無による差はなくなったと考



25 
 

えられた。 

妊婦が訪れる病院は、当然のことながらエイ

ズ拠点病院のみではない。すなわち、エイズ拠

点病院であろうとエイズ拠点病院以外の施設

であろうと、妊婦に対する HIV 検査の必要性、

重要性は変わらない。平成 11 年度から平成 16

年度調査では、エイズ拠点病院とエイズ拠点病

院以外の病院でのスクリーニング検査実施率

の差は 6〜9％程度あったが、平成 21 年度調査

以降これらの病院間での実施率の差は解消さ

れた。エイズ拠点病院以外の施設でも広く HIV

スクリーニング検査が行われるようになった

ことが明らかになった。 

日本における HIV 母子感染の現状では、妊娠

初期に HIV スクリーニング検査が行われ、HIV

感染妊婦に対し適切な医療行為がなされた場

合には、ほぼ児への HIV 感染をほぼ予防できる

ことが明らかになっている。妊娠初期の HIV ス

クリーニング検査は近年 99％以上で推移して

いるが、散発的に HIV 母子感染症例が報告され

ている。これらの母子感染症例がどのような状

況で発生しているのかは明確にはなっていな

い。そこで、これまで検討されてこなかった未

受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩）に焦点を当

て全国調査を行い、HIV 母子感染症例と未受診

妊婦に関連があるか検討した。年次により未受

診妊婦数の変動があるため、平成 28 年度より

続けて調査を行った。 

調査の結果、平成 27 年分娩例では全国で妊

婦の 0.26％が、平成 28年では 0.24％が未受診

妊婦であることが明らかになった。本調査では

未受診妊婦を正式に定義をして調査を行って

はいないが、大阪府と大阪産婦人科医会の平成

21 年から 24 年までの 4 年間の調査では、未受

診妊婦を「全妊娠経過を通じての産婦人科受診

回数が 3回以下」と「最終受診日から 3ヶ月以

上の受診がない妊婦」と定義し、大阪府内で約

30万分娩中861例が未受診妊婦であったと報告

している。大坂の調査を率にすると 0.29％とな

り、我々の全国調査結果の 0.26％、0.24％と近

似した数値であった。これらから、本調査での

未受診妊婦数および分娩全体に占める頻度は

日本の現状を十分に表していると考えられた。 

HIV 母子感染症例は、未受診妊婦で HIV スク

リーニング検査を受けずに分娩した症例の可

能性があると推測していたが、未受診妊婦に対

して全例に検査を行っている施設は 97％にの

ぼり、ほとんどの妊婦で HIV スクリーニング検

査が実施されていることが明らかになった。未

受診妊婦の頻度の高い宮崎県（0.73％）、愛媛

県（0.60％）、千葉県（0.44％）、鳥取県（0.40％）

の地域でHIV母子感染症例が多発しているわけ

ではない。以上のことから、近年散発している

HIV 母子感染例で妊婦健診の未受診が要因のす

べてになりうるとは考えられない。しかしなが

ら、未受診妊婦が HIV に感染している場合、対

応の遅れからHIV母子感染症例が発生する危険

性は十分にあるため注視すべきであると考え

られる。その観点から、HIV 母子感染の発生を

防ぐためには未受診妊婦を減らすことが重要

であり、妊娠初期での HIV スクリーニング検査

および感染妊婦の管理を行う必要がある。 

HIV の感染を確定するためにはスクリーニン

グ検査後の確認検査が必要である。妊婦 HIV ス

クリーニング検査での偽陽性問題は厚生労働

省から「妊婦に対する HIV 検査について」が平

成 19年 6月 29 日に通知されており、それには、

「妊婦に対する HIV 検査については、（中略）、

近時、HIV 検査において妊婦に対するカウンセ

リングが十分に行われていないことが指摘さ

れており、特に HIV スクリーニング検査におけ

る陽性症例に対し、確認検査の結果が出る以前

に、適切な説明やカウンセリングを行わず陽性

告知し、妊婦の健康等に支障を及ぼしている事

例が報告されている。ついては貴職におかれて

も、貴管下医療機関に対し、妊婦に対して HIV

検査を実施する場合には、HIV スクリーニング

検査では一定の割合で偽陽性が生じうること

をふまえ、確認検査の結果が出ていない段階で

の説明方法について、十分工夫するとともに、
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検査前及び検査後のカウンセリングを十分に

行うこととプライバシーの保護に十分配慮す

るよう周知徹底願いたい。」と記されている。

しかし、平成 27年度調査では平成 24 年度調査

と同様に、診療所では病院と比較して有意に

「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

自施設で確認検査を行わず他施設に紹介する」

と回答した施設の割合が多かった。これらの施

設においてどのような説明やカウンセリング

が行われているのか、本調査では調査を行って

いないが、スクリーニング検査偽陽性問題に関

しての更なる啓発活動が必要である。 

日本国内のHIV検査実施率は年々上昇してい

るが、現状の検査実施率でもスクリーニング検

査を受けずに分娩し、HIV 母子感染が成立する

という危険性は依然として存在する。実際に、

平成 24年から平成 28年の 5年間に HIV母子感

染3例がエイズ動向委員会から報告されており、

99％を超えた検査実施率でも充分とは言えな

い。このような事態を回避するためにも、全妊

婦が妊婦健診を受診し、妊娠初期の段階で HIV

スクリーニング検査が全妊婦で行われるよう

に今後も活動していく必要がある。 

 

E.結論 

HIVによる母子感染がcARTや帝王切開での分

娩により十分に予防可能であることが周知さ

れるようになったことで、妊婦における HIV 検

査が妊娠初期の重要な検査のひとつとして認

知され、日本における HIV 感染妊婦の諸問題に

関しての啓発活動が実を結びつつある。その反

面、HIV 検査実施率が上昇することにより新た

な問題点が浮上している。スクリーニング検査

の偽陽性問題はその一つであり、医療従事者の

スクリーニング検査に対する理解度と確認検

査の必要性や告知のタイミングなど、HIV 検査

実施率が低かった頃と比べ妊婦に対するHIV検

査を取り巻く環境は変化してきている。さらに

は、十分に予防対策を行えない未受診妊婦も検

討して行くべき課題である。本研究班は、HIV

スクリーニング検査実施率上昇のための啓発

活動を推進するとともに、これら妊婦に対する

諸問題に関しても十分に取り組む必要がある。 
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表1　平成29年度 産婦人科病院一次調査の回答率 表2　平成29年度 小児科一次調査の回答率

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》 《平成29年度小児科科一次調査》

北海道 65 56 86.2% 2 63 54 85.7% 北海道 144 75 52.1% 1 143 74 51.7%

青森 13 8 61.5% 0 13 8 61.5% 青森 35 18 51.4% 0 35 18 51.4%

岩手 13 11 84.6% 1 12 10 83.3% 岩手 39 18 46.2% 0 39 18 46.2%

宮城 20 16 80.0% 1 19 15 78.9% 宮城 39 25 64.1% 1 38 24 63.2%

秋田 17 10 58.8% 0 17 10 58.8% 秋田 24 17 70.8% 0 24 17 70.8%

山形 18 12 66.7% 0 18 12 66.7% 山形 25 13 52.0% 0 25 13 52.0%

福島 21 14 66.7% 4 17 10 58.8% 福島 36 19 52.8% 0 36 19 52.8%

茨城 25 21 84.0% 0 25 21 84.0% 茨城 67 32 47.8% 0 67 32 47.8%

栃木 11 9 81.8% 0 11 9 81.8% 栃木 36 23 63.9% 0 36 23 63.9%

群馬 18 15 83.3% 0 18 15 83.3% 群馬 35 22 62.9% 0 35 22 62.9%

埼玉 37 32 86.5% 0 37 32 86.5% 埼玉 104 49 47.1% 1 103 48 46.6%

千葉 40 33 82.5% 1 39 32 82.1% 千葉 100 52 52.0% 1 99 51 51.5%

東京 106 87 82.1% 2 104 85 81.7% 東京 164 96 58.5% 1 163 95 58.3%

神奈川 64 54 84.4% 0 64 54 84.4% 神奈川 100 61 61.0% 1 99 60 60.6%

新潟 30 21 70.0% 1 29 20 69.0% 新潟 49 30 61.2% 0 49 30 61.2%

山梨 9 5 55.6% 0 9 5 55.6% 山梨 26 14 53.8% 1 25 13 52.0%

長野 32 24 75.0% 0 32 24 75.0% 長野 65 42 64.6% 0 65 42 64.6%

富山 17 16 94.1% 1 16 15 93.8% 富山 28 21 75.0% 0 28 21 75.0%

石川 22 18 81.8% 0 22 18 81.8% 石川 31 22 71.0% 0 31 22 71.0%

福井 11 8 72.7% 1 10 7 70.0% 福井 30 16 53.3% 0 30 16 53.3%

岐阜 21 17 81.0% 3 18 14 77.8% 岐阜 49 32 65.3% 0 49 32 65.3%

静岡 32 26 81.3% 0 32 26 81.3% 静岡 54 31 57.4% 0 54 31 57.4%

愛知 56 51 91.1% 0 56 51 91.1% 愛知 101 59 58.4% 0 101 59 58.4%

三重 15 12 80.0% 0 15 12 80.0% 三重 37 22 59.5% 1 36 21 58.3%

滋賀 13 10 76.9% 0 13 10 76.9% 滋賀 29 16 55.2% 0 29 16 55.2%

京都 31 28 90.3% 1 30 27 90.0% 京都 61 35 57.4% 2 59 33 55.9%

大阪 73 58 79.5% 1 72 57 79.2% 大阪 133 87 65.4% 3 130 84 64.6%

兵庫 51 44 86.3% 2 49 42 85.7% 兵庫 90 56 62.2% 0 90 56 62.2%

奈良 15 11 73.3% 1 14 10 71.4% 奈良 26 19 73.1% 2 24 17 70.8%

和歌山 12 10 83.3% 0 12 10 83.3% 和歌山 26 18 69.2% 0 26 18 69.2%

鳥取 8 6 75.0% 0 8 6 75.0% 鳥取 17 12 70.6% 0 17 12 70.6%

島根 16 15 93.8% 0 16 15 93.8% 島根 24 14 58.3% 0 24 14 58.3%

岡山 21 18 85.7% 0 21 18 85.7% 岡山 49 27 55.1% 0 49 27 55.1%

広島 33 30 90.9% 1 32 29 90.6% 広島 54 34 63.0% 0 54 34 63.0%

山口 20 19 95.0% 0 20 19 95.0% 山口 34 23 67.6% 0 34 23 67.6%

徳島 10 8 80.0% 0 10 8 80.0% 徳島 35 16 45.7% 0 35 16 45.7%

香川 15 12 80.0% 0 15 12 80.0% 香川 27 18 66.7% 0 27 18 66.7%

愛媛 15 14 93.3% 2 13 12 92.3% 愛媛 31 19 61.3% 0 31 19 61.3%

高知 10 7 70.0% 0 10 7 70.0% 高知 33 20 60.6% 0 33 20 60.6%

福岡 36 30 83.3% 1 35 29 82.9% 福岡 86 56 65.1% 0 86 56 65.1%

佐賀 6 5 83.3% 0 6 5 83.3% 佐賀 23 10 43.5% 1 22 9 40.9%

長崎 17 17 100.0% 0 17 17 100.0% 長崎 35 19 54.3% 0 35 19 54.3%

熊本 18 15 83.3% 0 18 15 83.3% 熊本 51 23 45.1% 0 51 23 45.1%

大分 11 8 72.7% 2 9 6 66.7% 大分 31 15 48.4% 0 31 15 48.4%

宮崎 15 14 93.3% 1 14 13 92.9% 宮崎 21 11 52.4% 0 21 11 52.4%

鹿児島 21 18 85.7% 0 21 18 85.7% 鹿児島 40 23 57.5% 1 39 22 56.4%

沖縄 18 16 88.9% 0 18 16 88.9% 沖縄 33 17 51.5% 0 33 17 51.5%

全国 1,198 989 82.6% ## 1,169 960 82.1% 全国 2,407 1,397 58.0% ## 2,390 1,380 57.7%

有効
送付数

都道
府県

送付数 回収数 回収率
無
効

無
効

有効
送付数

回答数 回答率回答数 回答率
都道
府県

送付数 回収数 回収率
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表3　病院での妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

青森 2,798 2,798 100.00%

宮城 7,776 7,776 100.00%

秋田 3,291 3,291 100.00%

福島 4,137 4,137 100.00%

茨城 10,677 10,677 100.00%

栃木 4,210 4,210 100.00%

群馬 6,505 6,505 100.00%

埼玉 26,019 26,019 100.00%

千葉 14,894 14,894 100.00%

東京 61,918 61,918 100.00%

新潟 7,577 7,577 100.00%

山梨 3,006 3,006 100.00%

長野 9,735 9,735 100.00%

富山 4,369 4,369 100.00%

石川 3,769 3,769 100.00%

福井 2,665 2,665 100.00%

岐阜 5,004 5,004 100.00%

静岡 12,719 12,719 100.00%

愛知 25,688 25,688 100.00%

滋賀 3,380 3,380 100.00%

京都 10,126 10,126 100.00%

奈良 4,250 4,250 100.00%

和歌山 3,512 3,512 100.00%

鳥取 1,979 1,979 100.00%

島根 3,673 3,673 100.00%

岡山 8,373 8,373 100.00%

広島 11,713 11,713 100.00%

山口 6,494 6,494 100.00%

徳島 2,737 2,737 100.00%

香川 4,192 4,192 100.00%

高知 1,580 1,580 100.00%

佐賀 1,533 1,533 100.00%

長崎 4,196 4,196 100.00%

大分 2,548 2,548 100.00%

宮崎 3,687 3,687 100.00%

鹿児島 5,518 5,518 100.00%

岩手 4,171 4,171 99.99%

神奈川 35,123 35,118 99.99%

大阪 32,064 32,056 99.98%

北海道 21,600 21,595 99.98%

兵庫 18,292 18,282 99.95%

山形 3,849 3,847 99.94%

福岡 11,313 11,305 99.93%

沖縄 9,051 9,043 99.92%

熊本 7,297 7,285 99.84%

三重 4,541 4,533 99.83%

愛媛 4,502 4,489 99.71%

全国 448,051 447,972 99.98%

検査件数
検査

実施率
都道
府県

分娩件数
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表4　分娩の取扱いの有無と妊婦HIVスクリーニング検査実施率（病院調査）

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

100％検査 80 100.0% 867 98.5% 947 98.6%

95％以上100％未満 0 − 12 1.4% 12 1.3%

90％以上95％未満 0 − 1 0.1% 1 0.1%

50％以上90％未満 0 − 0 − 1.5% 0 − 1.4%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 0 − 0 − 

合計 80 100.0% 880 100.0% 960 100.0%

HIV検査率
分娩なし 分娩あり 合計

施設数 施設数 施設数

表5　エイズ拠点病院区分の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

　　 《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

拠点病院 142,338 142,323 99.99%

拠点以外の病院 305,713 305,650 99.98%

合計 446,109 446,030 99.98%

病院区分 分娩件数 検査件数 検査実施率

表6　分娩取扱い施設でのエイズ拠点病院区分の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

　　 《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

100％検査 255 99.2% 612 98.2% 867 98.5%

95％以上100％未満 2 0.8% 10 1.6% 12 1.4%

90％以上95％未満 0 − 1 0.2% 1 0.1%

50％以上90％未満 0 − 0.8% 0 − 1.8% 0 − 1.5%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 0 − 0 − 

合計 257 100.0% 623 100.0% 880 100.0%

施設数
HIV検査率

拠点病院 拠点以外の病院 合計

施設数 施設数
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表7　都道府県別の未受診妊婦数 表8　都道府県別の未受診妊婦の頻度

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》 《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

東京 21 110 宮崎 3,687 27 0.73%

大阪 20 107 愛媛 4,502 27 0.60%

埼玉 15 81 千葉 14,894 66 0.44%

千葉 18 66 鳥取 1,979 8 0.40%

北海道 24 65 岩手 4,171 16 0.38%

愛知 20 58 大阪 32,064 107 0.33%

神奈川 21 55 山梨 3,006 10 0.33%

静岡 13 40 茨城 10,677 34 0.32%

茨城 10 34 熊本 7,297 23 0.32%

福岡 10 33 静岡 12,719 40 0.31%

広島 9 28 埼玉 26,019 81 0.31%

愛媛 4 27 岡山 8,373 26 0.31%

宮崎 6 27 北海道 21,600 65 0.30%

岡山 7 26 岐阜 5,004 15 0.30%

兵庫 10 25 福岡 11,313 33 0.29%

熊本 6 23 栃木 4,210 12 0.29%

京都 10 18 群馬 6,505 17 0.26%

群馬 8 17 広島 11,713 28 0.24%

岩手 7 16 鹿児島 5,518 13 0.24%

岐阜 6 15 大分 2,548 6 0.24%

沖縄 3 15 愛知 25,688 58 0.23%

宮城 4 13 福井 2,665 6 0.23%

鹿児島 4 13 福島 4,137 9 0.22%

栃木 2 12 長崎 4,196 9 0.21%

新潟 6 11 三重 4,541 9 0.20%

山梨 3 10 香川 4,192 8 0.19%

福島 5 9 島根 3,673 7 0.19%

三重 6 9 高知 1,580 3 0.19%

長崎 5 9 京都 10,126 18 0.18%

長野 4 8 東京 61,918 110 0.18%

鳥取 4 8 宮城 7,776 13 0.17%

香川 4 8 沖縄 9,051 15 0.17%

島根 2 7 神奈川 35,123 55 0.16%

山口 5 7 秋田 3,291 5 0.15%

富山 3 6 新潟 7,577 11 0.15%

福井 2 6 青森 2,798 4 0.14%

大分 3 6 富山 4,369 6 0.14%

秋田 4 5 兵庫 18,292 25 0.14%

山形 4 5 山形 3,849 5 0.13%

青森 2 4 徳島 2,737 3 0.11%

石川 2 4 山口 6,494 7 0.11%

奈良 2 4 石川 3,769 4 0.11%

徳島 3 3 奈良 4,250 4 0.09%

高知 2 3 長野 9,735 8 0.08%

和歌山 1 2 佐賀 1,533 1 0.07%

滋賀 1 1 和歌山 3,512 2 0.06%

佐賀 1 1 滋賀 3,380 1 0.03%

全国 332 1,060 全国 448,051 1,060 0.24%

都道
府県

施設数 妊婦数
都道
府県

調査
分娩数

未妊健
妊婦数

頻度
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表9　未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査の実施状況

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

a．全例に検査を実施する（分娩前に結果が確認できるかどうかにかかわらず） 322 97.3%

b．全例に検査しない 0 　　-

c．状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する 9 2.7%

合計 331 100.0%

　　施設数


